




















































































































































































































最　貧　国 全途上国 先進諸国 東欧社会主義国
国の数 36 28 8
コ口，1981，百万人 290．6 2，280．4 788．8 382．8
人口増加率，1970～80，％ 2．6 2．6 0．8 0．8
一人当りGDP，198ユ，ドル 220 970 9，681 3，963




























































一人当り GDPに閧ﾟる 成　　人 乳　　児G　D　P製造業 識字率 死亡．ｦ 過　　去　　の　　歴　　史
1981，㌦シ　ェ，アP981，％1980‘％1981，％
アフガニスタン 238ゆ 20 20 20．5 内陸国，1880英保護領，1919独立
? バングラデシュ 118 8 26掌 13．5 1858英領インド，1947東パキスタン州，1971ﾆ立
ブータン 109 11 ｝ 14．8 内陸国，1910英保護領，1947インド保護国
? ラオス 98寧 4掌 44 12．6 内陸国，ユ899仏領インドシナ，1945独立宣言
モルジブ 320亀 4 『 一 島嗅国，1887英保護領，1965独立
ネパール 157 4ゆ 19 14．8 内陸国?
南イエメン 347串 14・ 40 14．3
北イエメン 558 6串 21 19．0 同上，1918独立
ベナン 242 5 28 15．2 1904仏領西アフリカ，1960独立
ボツワナ 1204 6 一 『 内陸国，1885英保護領，1966独立
ブルンジ 225 10 25 12．0 内陸国，1885独領東アフリカ，のちベルギーﾏ任統治，信託統治をへて，1962独立
カーボベルデ 288 5 一 一 島隣国，1587ポルトガル植民地，1975独立
中央アフリカ 261 14 33 14．6 内野国，19世紀末仏植民地，1960独立
チャド 173 8 15寧 14．6 内陸国，1945仏領赤道アフリカ，1960独立
? コモロ 285 5 一 一 島喚国，1886までに仏保護領，1975独立
、　“　♂　一塔tア 476寧 9摩 一 『 1885までに仏植民地，1977独立
赤道ギニア 175剛 5寧 ｝ 一
エチオピア 148 10 15 14．5 1936－41伊占領，
? ガンビア 388 3 一 一 英仏交互支配ののち1783英植民地，1965独立
ギニア 360 3 20曜 16．3 19世紀末仏植民地，1958独立
ギニァピサワ 268 2 一 一 1879ポルトガル植民地1973独立
レソト 281 5 52 11．3
マラウイ 265 15 25零 16．9 内陸国，1891英保護領，1953中央アフリカ連M，1964独立?
マ　リ 194 8 ユ0寧 15．2 内陸国，ユ9世紀末仏植民地，1960独立
ニジェール 354 5 ユ0 　，P4．3 内陸国，1922仏領西アフリカ，1960独立
ルワンダ 251 13 50 13．7 内陸国，ブルンジと同じ経過をへて，1962独立
サントメプリンシペ 579 5 一 ㎜ 島嗅国，1522ポルトガ1レ植民地，1975独立?
シエラレオネ 378 5 15零 20．5 19世紀末までに英保護領，1961独立
ソマリア 386 6 60． 14．5 19世紀後半英，伊に分割統治，1960合体独立
スーダン 380寧 7廟 32 12．2 1888英エジプト共同統治，1956独立
トーゴ 421 6 18串 10．7 19世紀末独保護領，のち英仏分割統治，1960ﾆ立
ウガンダ 356寧 4寧 52 9．6 内陸国，1896英保護領，ユ962独立
タンザニア 283 9 79 10．1
オートボルタ 150． 14 5 20．8 内睦国，ユ946仏領西アフリカ，1960独立
中南米 ハイチ 312 18 23 11．2
















































1950年 1950～601960年 1960～701970年 1970～801980年
シ　ェ　ア 増加率 シ　ェア 増加率 シ　ェア 増加率 シ　ェア
開発市場経済諸国 52．2 7．ユ 66．8 10．0 71．3 18．9 63．0
ソ連 ・東欧諸国 6．8 10．8 10．1 8．7 9．8 18．1 7．8
アジア社会主義諸国 1．3 10．9 1．6 3．1 0．8 23．1 1．0
開発途上諸国 30．8 3．0 21．5 7．2 17．9 26．1 28．2
主要石油輸出国 7．2 7．3 7．5 7．9 6．7 31．7 16．9
主要製造品輸出国 6．9 一〇．9 3．3 8．2 3．0 24．9 4．2
最貧国 1．5 2．7 1．1 4．5 0．7 13．1 0．4
その他 15．2 1．9 9．8 6．5 7．6 19．6 6．7
















































































































































































































































































































































買入れ総額 41，320．825，245．0 61．1 2，353．0 5．7
リザーブトランシュ 9，544．3 2，304．124．1 124．9 1．3
通常資金 11，675．1 6，956．4 59．6635．8 5．4
クレジットトランシュ SFF 2，617．4 2，617．4ユ00．0 51．8 2．0EAP 305．5 305．5 100．0 53．1 17．4
徽顧｛難灘 6，740．4@12．06，146．2@12．0 91．2P00．0 664．1P2．0 　9．9P00．0
緩衝在庫 ? 103．9 72．9 70．2 0．0 0．0
















1981年末 60，674．016，601．9 27．4 1，277．32．1










































































農業・農村開発 37 22 39 14




工業 8 20 7 30
その他のインフラ部門 6
上下水道 4




ノンプロジェクト融資 ユ2 4 13 4



































































うち最貧国33ヵ国 272（9，6）7β64（30．8＞ 273．8 1．8
備考5大借入国
インド 1，271（45．0） 9，195（38．4）673．2 0．8
バングラデシュ 一（一） 2，179（9．1＞ 88．5 1．7
パキスタン 490（17．4）1，128（4．7＞ 82．2 0．9
エジプト 26（1．1） 955（4．0） 39．8 0．9
インドネシア 132（4．7） 800（3．3） 146．6 0．2
注　1，最貧国33ヵ国は，第2表の36ヵ国からブータン，カーボベルデ，サントメプリンシペを
　　除いたもの．
出典，第6表に同じ，付表5，6より算出．
してみたものである。融資承認額でみると，60年代には総額28億ドルの9．6％，
2．7億ドルが最貧国に配分されていたが，70年代には239億ドルの30．8％，73．6
億ドルが配分されており，最貧国の比重が上昇している・実は，IDAの融資を
各国別にみた場合にはインド，パキスタン，インドネシアなど大人口国の絶
対額が多いために，しばしばIDAの融資は一部の国に偏っているという批判
が聞かれることがある。たしかにこの表の備考欄にあるとおり，一国として
はインド，バングラデシュ，パキスタン，エジプト，インドネシアの5ヵ国
が最大借入れ国であり，その総計は全体の60％にのぼる（ただしバングラデ
シュは最貧国）。しかしこれを受入れ国の人ロー人当りに換算してみると，右
回にあるとおり，最貧国が1．83ドルであるのに対して，インドは0．8ドル，パ
キスタンは0．9ドルであり，むしろ最貧国の方がより多い融資を受けているこ
とがわかる。
　IDAはその回顧録『IDA　歴史と回顧』にもあるとおり，最初はIBRD
同様インフラストラクチャーに重点をおいた開発援助を推進したり，南アジ
アの実績をサハラ以南のアフリカ諸国にそのまま持ちこむなどして，苦い失
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敗を経験している。しかし最近では最貧国の農村開発にも十分眼をむけ，地
域に即した開発援助を展開している。先進諸国の拠出金を主な資金源にして，
国際的な視野からソフトな融資を実現しているなど，IDAはブレトンウッズ
機構の中でほとんど唯一の最貧国むけ機関になっている。
あとがき
　現代の支配的な国際機構であるブレトンウッズ機構は，これまで最貧国に
対して十分な配慮を講じてこなかった。この機構が，本来先進国中心に構築
されたことに加えて，その後の改正においても経済格差を無視した議論が支配
的であったためである。ブレトンウッズ機構の中で最貧国に特別重点をおいて
活動している唯一の機関はIDAであるが，これは開発援助機関であって，最
貧国が本来めざすべき経済自立化のためには，いわば消極的な役割を果たす
ものである。最貧国が真に経済的自立を実現するためには，貿易や国際収支
がバランスしなければならないが，GATTやIMFは，未だ十分に最貧国の
要望を実現していない。開発援助は勿論必要であり，それなくしては現在の
最貧国の経済は成り立たないが，真に望ましい国際経済とは最貧国を先進国
と対等の地位にっけるよう，貿易，国際通貨の面で便宜を図るものであろう。
GATTとIMFが最貧国の経済自立を保障するように改革されなければなら
ない。
　しかし，東京ラウンドはケネディラウンドよりは一歩前進であったし，最
近のIMF特別融資制度が最貧国のニーズを考慮していることも疑いない。
この方向が一層促進されることを期待したい。
（28）同上書，邦訳84～88ページ。
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